国際民事訴訟法　2010年度期末試験問題
高橋宏司　出題

第一問 (期末試験総計80点中55点)
甲国人男Xと日本人女Yは、甲国で婚姻生活を送り、二人の間に子A、Bが生まれた。しかし、YはXから家庭内暴力を受けるようになり、6歳のBを連れて日本の実家に逃げ帰った(Aは引き続きXと甲国に居住している)。その後1年間、Xは、Bと共に実家に滞在しているYに連絡をとり、帰国を促したが拒まれた。そこで、XはYに対して甲国裁判所で訴えを提起し、離婚、A及びBの単独親権者の自分への指定、Bの自分への引渡しを請求した。甲国裁判所は、Y欠席のまま、Xの各請求をいずれも認容し、同判決は確定した｡以上の背景の下で、以下の独立した各問に答えよ。
(小問1) 　当該判決の離婚を認めた部分につき、甲国に間接管轄権(日本の民事訴訟法118条1号)は認められるか。(15点) 

(小問2)  当該判決のA及びBの単独親権者をXと指定した部分につき、甲国に間接管轄権(日本の民事訴訟法118条1号)は認められるか。(15点)
(小問3)　 Yに対してBをXに引渡すことを命じた当該判決について、Xは、日本で執行判決請求訴訟を提起した。Bは来日当初、新しい日本の生活環境になじめなかった。しかし、甲国の当該判決の確定後は、甲国語をほぼ忘れ、日本語および日本の小学校に順応して安定した生活を営むようになっている。このように外国判決の確定後に生じた事情は、公序要件(日本の民事訴訟法118条3号)の審査に際して考慮されうるか論ぜよ。また、考慮できないとされれば、Yがこのような事情を主張するにはどのような手続が考えられるか述べよ。(10点)
(小問4)  YはXに対して、Bの養育費を請求して日本で訴えを提起した。日本に国際裁判管轄権は認められるか。(15点)
第二問 (期末試験総計80点中25点)

　甲国に住所を有する日本人Xは、乙国に住所を有するYが乙国で作成したウェブサイト上の日本語の文書により、自己の名誉が毀損されたとして、Yに対して損害賠償を請求し、日本で訴えを提起した。この訴えにおいて、Xは日本において生じた名誉毀損に
ついての損害賠償だけでなく、甲国・乙国・丙国の日系人コミュニティーにより同文書が読まれたことによって、これらの国で生じた名誉毀損についての損害賠償も請求している。これらの請求につき、日本に国際裁判管轄権は認められるか。なお、Yは管轄権を争っている。(国会で継続審理となっている「民事訴訟法及び民事保全法の一部を改正する法律案」ではなく、現行法の下で答えよ)
